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1. はじめに 

既存の鉄筋コンクリート（以下，RC）建物を枠組付き鉄骨ブレー

スを用いて補強する場合，既存の躯体と鉄骨枠組を接合する方法と

して，あと施工アンカーを用いて接合する工法がある。この鉄骨ブ

レース補強（あるいは類似する補強）と接合工法に関しては，これ

までに多くの実験的研究 1),2)などが行なわれており，日本建築防災協

会の「既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震改修設計指針同解説 3)

（以下，耐震改修設計指針と称す）」に設計法が示され，施工実績も

多い。しかしながら，耐震改修設計指針は，コンクリート圧縮強度

σB が 13.5N/mm2 以上の建物を適用範囲としているため，σB が

13.5N/mm2 を下回るコンクリート（以下，低強度コンクリートと称

す）を有する RC 建物を鉄骨ブレースを用いて補強する場合，補強

の効果が確実に得られるか不明である。また，近年の既存建物のコ

ンクリート強度に関する報告において，低強度コンクリートの建物

が 10%程度存在することが発表されており 4),5)，これらの建物を従

来の方法を用いて十分に補強できるのか，あるいは補強を諦めて取

り壊さなければならないのか，早急な決断が迫られている。 

そこで，著者らは，低強度コンクリートを有する既存不適格の RC

建物を枠組付き鉄骨ブレースを用いて補強することで耐震性能を向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上させることができるのか検討するために，鉄骨ブレース補強した

骨組の力学特性を調べる実験および既存躯体と鉄骨枠組との接合部

のせん断強度を調べる実験を行い，従来型のあと施工アンカーおよ

びエポキシ樹脂で接合したそれぞれの工法に関しては，既往の終局

強度評価式によって安全側に評価でき，期待する補強の効果が得ら

れることを明らかにした 6)。 

 一方で，昨今の耐震改修には，構造安全性だけでなく，美観や環

境への配慮，省エネルギー等も含めた機能性，経済性，施工性に優

れた構法が望まれており，既存建物に対して多様な耐震改修の方法

が提案され 7) ，既存躯体と補強部材との接合工法に着目してみても，

騒音，振動などの工事環境の改善，工期短縮等の要求を満たすため

に種々の工法 8)～11)などが開発されているが，低強度コンクリートを

有する RC 建物を対象とした補強の効果に対しては，十分に検討が

なされていない。 

 そこで，本論文では，あと施工アンカーとエポキシ樹脂を併用し

て既存躯体と鉄骨枠組を接合し鉄骨ブレース補強する工法 8)に着目

し，既報 6)に引き続き，接合部のせん断強度を調べる要素実験およ

び補強骨組の終局耐力と靭性を調べる載荷実験を行って，低強度コ

ンクリートを有する建物に対する補強の効果について検証した。 

 

 

 

 

 

あと施工アンカーとエポキシ樹脂を併用して鉄骨ブレース補強した 
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2. 対象とした接合工法の概要 

本研究で対象とした工法の接合部は，図 1 に示すようにアンカー

筋と接着剤（エポキシ樹脂）を併用して用いる「アンカー併用接着

接合部」と「間接接合部」で構成される。アンカー併用接着接合部

は，既存躯体に接合鋼板をエポキシ樹脂で接着接合し，接合部に必

要とされる強度に応じた数の接着系アンカーを併用して構築される。

間接接合部は，接合鋼板と鉄骨枠組にそれぞれ頭付きスタッドを取

り付け，それらの両側より軸筋と割りフープよりなる割裂防止筋を

挿入した後，無収縮モルタルを充填して構築される。工事環境の改

善を目的として，あと施工アンカーの施工本数を減らす代わりにエ

ポキシ樹脂の接着強度で接合部のせん断強度を補う接合工法である。

エポキシ樹脂を単独で用いた場合は，最終的に接合部の脆性的な破

壊は免れ得ないため，あと施工アンカーを単独で用いた場合と比較

すると，靭性に乏しいことが確認されており 6)，アンカー筋とエポ

キシ樹脂を併用した場合には，両者をそれぞれ単独での用いた場合

の中間的な性状を示すことが予測される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 接合部要素実験 

3.1 試験体 

検証を行なう工法における既存躯体と鉄骨枠組との接合部のせん

断強度について検討するために，接合部の要素実験を計画した。試

験体計画を表 1，試験体形状を図 2 に示す。 

試験体は，低強度コンクリートを有する既存躯体部のコンクリー

ト設計基準強度 Fc=9N/mm2 を共通因子とし，アンカー筋の間隔（本

数）3 種類を実験変数として，同一試験体を各 3 体ずつ，合計 9 体

とした。アンカー筋は有効埋め込み深さ le を 10da（da：アンカー筋

の呼び径）とした D13（SD345）の異形鉄筋を用いており，ガラス

管式有機系の接着系アンカーによって既存躯体部に固着させた。ア

ンカー併用接着接合部に用いたエポキシ樹脂の接着幅は 10mm とし，

1000mm×102mm の接着面積を有するものとした。間接接合部には

無収縮モルタルを充填した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

試験体に使用したコンクリートおよび鋼材の材料試験結果を表 2，

表 3 にそれぞれ示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.2 載荷方法および変位計測 

載荷は図 3 に示す載荷装置を用いて，既存躯体部分と鉄骨枠組部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 接合部 

表 1 試験体計画 

アンカー筋間隔 200mm           アンカー筋間隔 300mm           アンカー筋間隔 600mm 

図 2 試験体形状（単位:mm） 
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表 2 コンクリートの材料強度 

表 3 鋼材の材料強度 

圧縮 引張 圧縮 引張 圧縮 引張

(N/mm2) (N/mm2) (N/mm2) (N/mm2) (N/mm2) (N/mm2)
8.15 1.02 54.6 4.79 91.1 56.9

既存部 間接接合部 エポキシ樹脂

降伏強度 引張強度 伸び

（N/mm2
) （N/mm2

) (%)
D13(SD345) アンカー筋 341 501 17.0
D6(SD295) 割裂防止筋 325 553 12.5
13φ スタッド 332 481 36.7
13φ 既存部 345 422 30.1
6φ 既存部 359 525 14.4

使用箇所

図 3 載荷装置（単位:mm） 
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分との接合部に正負繰り返しのせん断力 Q を作用させ，既存躯体部

分に対する鉄骨枠組部分の相対ずれ変位 jδsを変位制御して図 5に示

す漸増載荷を行った。 

変位の計測方法を図 4 に示す。変位の計測は，試験体中心に対し

て左右対称に取付けた全 6 本（片側 3 本）の変位計の計測値に基づ

き，既存躯体部分に対する鉄骨枠組部分の相対ずれ変位 jδs を算定し

た。なお，変位の計測は，鉄骨枠組に変位計測用のボルトを溶接し，

既存躯体部にはボルトをコンクリート内に埋め込んで計測している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.3 破壊状況 

 最終破壊状況の一例を写真 1 に示す。破壊の進展状況としては，

いずれの試験体とも，載荷初期時に既存躯体部とアンカー併用接着

接合部の接合面において亀裂を生じた。その後は，jδs の漸増に伴い，

既存躯体部，間接接合部ともに若干の斜めひび割れの発生が確認さ

れたが，外観上，せん断強度を決定付ける程度の破壊には進展して

いないため，低強度コンクリートの既存躯体コンクリート内部でア

ンカー筋がコンクリートを支圧して破壊を生じたものと推察される。

その後，さらに jδs を漸増させると，アンカー筋がアンカー併用接着

接合部のエポキシ樹脂を支圧することで，エポキシ樹脂が割れを生

じて，最終的にはいずれの試験体とも全てのアンカー筋は破断を生

じた。 

破壊進展状況および最終破壊状況に関しては，外観上，実験変数

の違いによる影響は確認されなかった。本実験では，いずれの試験

体とも，間接接合部のせん断強度に対してアンカー併用接着接合部 

 

 

 

 

 

 

 

 

のせん断強度が下回る設計となっており，実験においても，アンカ

ー併用接着接合部が既存躯体部に対して相対的にズレを生じる破壊

形式となることが確認された。 

3.4 荷重-変形関係 

 Q-jδs 関係のせん断剛性について，全試験体の比較を図 6 に示す。

同一形状の試験体 3 体でも，剛性のバラツキは見られるが，jδs = 

0.2mm 時の割線剛性 jK（=Q/jδs）の平均値を比較すると，アンカー

筋間隔 200mm で jK=865kN/mm，300mm で jK=741kN/mm，600mm

で jK=637kN/mm となり，アンカー筋間隔が小さく本数が多いほどせ

ん断剛性が大きくなることが確認された。 

Q-jδs  関係の履歴曲線の一例を図 7，せん断強度の最大値の一覧を

表 4 にそれぞれ示す。全体的に見ると，アンカー筋本数が少ない方

が小さな jδs で最大強度に達する傾向が見られるが，全試験体とも，

概ね jδs=±0.5～1.0mm で最大耐力に達し，その後の jδs の漸増では急

激に強度低下を生じることが確認された。また，同一形状の試験体

においても最大強度にバラツキが見られるが，アンカー筋本数が多

くなるほど最大強度が大きくなることが確認された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 変位計測 
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図 7 履歴曲線 
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図 5 載荷サイクル 
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表 4 実験結果一覧 

正 負 正 負
H21 219 -191 0.94 -1.01
H22 175 -158 0.98 -0.99
H23 263 -222 0.86 -0.48
H31 171 -153 0.50 -0.22
H32 148 -132 0.86 -0.49
H33 170 -147 0.49 -0.99
H61 147 -131 0.48 -0.50
H62 141 -132 0.46 -0.51
H63 117 -108 0.89 -0.52

試験体

実験最大値
 Q max(kN)

最大荷重時の相対ずれ変位
 j δmax(mm)
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同一形状の試験体において，最大強度にバラツキが生じた要因に

関しては，写真 2 に示すように，アンカー併用接着接合部と既存躯

体部の接合面において，既存躯体部のコンクリートの剥離面積の大

きさが異なっていることが影響しているものと推察される。H22，

H23 試験体の最大強度(表 4)と接合面の破壊状況(写真 2)を見てわ

かるように，コンクリート剥離面積が大きい場合は，最大強度が大

きくなっている。これは，アンカー筋間隔の異なる他の試験体に関

しても同様な傾向が見られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.4 せん断強度 

アンカー併用接着接合部のせん断強度 jQbuと間接接合部のせん断

強度 jQsu の評価に関しては，既存躯体のσB が 15N/mm2 以上であるこ

とを適用範囲として，関連指針 12)に下式が示されている。既存躯体

と鉄骨枠組との接合部のせん断強度は，アンカー併用接着接合部と

間接接合部のいずれかせん断強度が小さい部分の破壊によってせん

断強度が決定される。本研究では低強度コンクリートに対する検証

を意図しているため，jQbu＜jQsu となる設計が行われている。 

 

 

 

 

 

ここに，σB は既存躯体コンクリートの圧縮強度，Ab はエポキシ樹脂

接着面積，∑aa はアンカー筋の断面積の総和，τay はアンカー筋の降

伏強度，Ec1 は既存躯体コンクリートのヤング係数である。 

 せん断強度の計算値と実験で得られた最大値の比較を図 8 に示す。

全ての試験体において，本実験で得られたせん断強度の最大値は，

計算値を上回っており，アンカー筋本数が多い試験体ほど安全側の

評価となる傾向が確認された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 補強骨組実験 

4.1 試験体 

試験体は，柱 350mm×350mm，梁 250mm×350mm の 1 層 1 スパン

の低強度コンクリートを有するラーメン架構を枠組付き鉄骨ブレー

スを用いて補強したものである。試験体形状を図 9 に示す。 

低強度コンクリートを有する RC 躯体と鉄骨枠組との接合は，3

章で述べた接合部要素実験で用いた試験体と同じ設計詳細とし，ア

ンカー筋間隔は 200mm を基準とした。ただし，鉄骨ブレース交差

部周辺においては，ブレースが座屈を生じた後の引張ブレースと圧

縮ブレースの不釣合い力によって，接合部が引張力を受けることが

想定されたため，アンカー筋間隔を 100mm にして，接合部の引張

強度とせん断強度が大きくなるように配慮した。 

柱と梁のコンクリートは，接合部要素実験と同様に Fc=9N/mm2 の 
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H23 

H22 

τay2 = 0.3 c1EB・σ  

(1)

(2)

(3)

(4)

jQbu = 0.08・σB・Ab + τay・∑aa 

τay = min(τay1，τay2) 

τay1 = 0.5・σay 

図 8 せん断強度 

図 9 試験体形状（単位:mm） 

表 5 コンクリートの材料強度 

表 6 鋼材の材料強度 

実験期 圧縮 引張 圧縮 引張 圧縮 引張

(N/mm2
) (N/mm2

) (N/mm2
) (N/mm2

) (N/mm2
) (N/mm2

)

初期載荷 8.38 0.99
補修後
再載荷

9.97 －
54.8 4.02 99.8 64.6

既存部 間接接合部 エポキシ樹脂

スタブ

柱梁接合部 

降伏強度 引張強度 伸び

（N/mm2
) （N/mm2

) (%)

D13(SD345) アンカー筋 366 552 16.9
D6(SD295) 割裂防止筋 321 512 18.8
13φ スタッド 364 487 35.6
13φ 325 436 30.0
16φ 既存部 338 461 30.8
6φ 291 492 26.1
PL-6 293 451 19.8
PL-4.5 343 421 15.6
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035

0
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上梁 下梁柱
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調合設計を行い，建設年度の古い建物を想定して，主筋には 13φの

丸鋼，せん断補強筋には 6φの丸鋼を用いた。ただし，柱，梁ともに

材軸方向の圧壊を防止する目的で 16φの芯筋を配している。また，

試験体上部の柱梁接合部と試験体下部のスタブは Fc=30N/mm2 とし

て，破壊を生じないように配慮した。 

試験体に用いた素材の材料試験結果を表 5，表 6 に示す。骨組に

作用させる軸力を 600kN とし，材料強度を用いて補強前の骨組にお

ける柱の終局曲げ耐力 Qmu と終局せん断耐力 Qsu を日本建築防災協

会の「既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準同解説 13)（以

下，耐震診断基準と称す）」に従って計算すると，Qmu/Qsu=1.01 で破

壊モードはせん断降伏型となり，靭性指標を算定すると F 値 1.1 の

変形能力を見込める骨組であることが確認された。 

4.2 載荷装置と変位計測 

載荷装置を図 10 に示す。本実験で用いた試験体は，1 層 1 スパン

の基礎固定骨組であり，直交梁や境界梁はなく，2 層の反曲点とし

て想定した位置に一定圧縮軸力下（N=600kN）で正負繰返しの漸増

水平載荷を行った。なお，試験体上部の柱梁接合部を介して剛強な

鋼製載荷フレームに接続することで，上梁の軸方向変形と曲げ変形

を拘束して，梁の破壊が生じにくい状態としている。 

 変位は，試験体下部スタブに対する試験体上部柱梁接合部の回転

角θ，水平変位δu，鉛直変位δv を左右それぞれ独立に計測した。 

載荷は，左右のδu の平均値を層間高さ L で割った層間変形角 R を

変位制御して，R=±0.8%rad.までは±0.2%rad.の漸増を 2 サイクルず

つ繰返し，それ以降は±0.4%rad.の漸増を 2 サイクルずつ繰返す載

荷プログラムとした。なお，R は L=2000mm(柱内のり＋梁せい/2)

として算定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

R を靭性指標 F 値に換算した値を表 7 に示す。R と F 値の関係は，

耐震診断基準に示される柱の F 値と R の関係に基づいて算定した。 

4.3 初期載荷における破壊性状と履歴特性 

最終破壊状況を写真 3 に示す。破壊の進展状況としては，R を漸

増させるにつれて，柱脚側の柱梁接合部において，パンチングシア

破壊の様相が進むと共に，鉄骨枠組下側位置のアンカー併用接着接

合部が破壊を生じ，鉄骨枠組と下梁との相対的なズレが大きくなり，

耐力低下を生じてきたため，R=±1.6 %rad.の振幅で実験を終了した。

なお，鉄骨ブレースは引張・圧縮共に降伏しているが，座屈や破断

は生じていないことが確認された。最大耐力に達した変形時におけ

る柱の主筋と帯筋および鉄骨ブレースのひずみ度を図 12 に示す。 

H-R 関係の履歴曲線を図 11 に示す。図 11 には既往の研究 6)で報

告した本実験と同形状の無補強骨組の実験値を示した。補強骨組の

最大耐力は無補強骨組の最大耐力を大きく上回っているが，柱脚側

柱梁接合部のパンチングシア破壊の影響を受け，最大耐力以降の耐

力低下が著しいことがわかる。また，無補強骨組は R=±0.8 %rad.

の振幅で最大耐力に達しているのに対して，補強骨組は R=+0.6 %rad.

（および-0.8 %rad.）の振幅で最大耐力に達しており，最大耐力に達

する変形に関しては，補強の有無によって大きく変わらないことが 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5MN油圧ｼﾞｬｯｷ

10MN油圧ｼﾞｬｯｷ

10MN油圧ﾛｰﾄﾞｾﾙ

5MN油圧ﾛｰﾄﾞｾﾙ

4,1
50

載荷ﾌﾚｰﾑ

負 H  正 

図 10 載荷装置（単位:mm） 

層間変形角
R (%rad.)

層間水平変位
δ u(mm)

F値

0.2 4 0.8
0.4 8 1.0
0.6 12 1.2
0.8 16 1.5
1.2 24 2.0
1.6 32 2.3
2.0 40 2.6
2.4 48 2.8
2.8 56 3.0
3.2 64 3.2

表 7 層間変形角と F 値の関係 

ｽﾀﾌﾞ 

写真 3 最終破壊状況(初期載荷) 

図 11 H-R 関係(初期載荷) 

補強骨組(初期載荷) 

無補強骨組 6) 

-3.2 -2.4 -1.6 -0.8 0 0.8 1.6 2.4 3.2

-1000

-500

0

500

1000

R(%rad.)

H(kN)

図 12 ひずみ度分布(初期載荷) 

注)ひずみ度は×10-6 で引張を正とする。

1981 

1779 

-1542 

-5022 

-44

-1303

664

414

148

267
386

87

60
95

-620891

H 
□：主筋 
△：帯筋 
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確認された。なお，既往の研究 6)におけるあと施工アンカーのみを 

用いて接合した鉄骨ブレース補強は R=±0.8 %rad.，エポキシ樹脂の

みを用いて接合した鉄骨ブレース補強は R=±0.8 %rad.で最大耐力

に達している。 

エポキシ樹脂のみを用いた場合も本実験と同様に柱脚側柱梁接合

部でパンチングシア破壊を生じているが，直交梁や境界梁がある場

合には，柱梁接合部のパンチングシア破壊は生じにくいものと推察

される。 

4.4 補修後再載荷における破壊性状と履歴特性 

初期載荷実験では，無補強骨組と比較して最大強度が大きく増大

したものの，柱脚側柱梁接合部がパンチングシア破壊を生じたため，  

靭性に乏しいものとなった。そこで，初期実験終了後の残留変形が

残された状態で，アンカー併用接着接合部にエポキシ樹脂を再充填

し，RC 骨組に生じているひび割れにもエポキシ樹脂を充填して，さ

らに，柱脚側柱梁接合部がパンチングシア破壊しないように写真 4

に示すように鉄筋コンクリートで根巻き補強を行なって，再度，初

期載荷と同様の実験を行った。最終破壊状況を写真 5，H-R 関係の

履歴曲線を図 13 に示す。 

初期載荷と破壊状況が大きく異なり，柱脚側柱梁接合部でパンチ

ングシア破壊を生じることはなく，鉄骨ブレースが座屈を生じるこ

とによって，鉄骨ブレース交差部周辺のアンカー併用接着接合部に

おいて，鉄骨枠組と RC 骨組が大きく剥離した。最大耐力に達した

変形における柱の主筋と帯筋および鉄骨ブレースのひずみ度を図

14 に示す。初期載荷実験と比較して鉄骨ブレースのひずみ度が大き

くなっており，鉄骨ブレースが効いていることがわかる。 

初期載荷と補修後再載荷の履歴曲線を比較すると，補修後再載荷

の最大耐力は初期載荷の最大耐力を上回っており，補修後再載荷の

載荷開始時の状態を R=0 %rad.とすると，R=±1.2 %rad.の振幅で最

大耐力に達しており，柱梁接合部あるいは柱のパンチングシア破壊

を生じない場合は，無補強骨組 6)に対して靭性の向上が図れること

が確認された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.5 初期剛性の評価 

あと施工アンカーとエポキシ樹脂を併用して鉄骨ブレース補強し

た骨組の初期剛性 K(=H/δu)に関して，関連指針 12)に挙げられてい

る下式を用いて検討を行う。 

 

 

 

 

 

 

ここに，cKb と cKs は両側柱の曲げ剛性とせん断剛性，bKo は鉄骨ブ

レースの剛性， jK は既存躯体と鉄骨枠組との接合部の剛性である。 

 既存躯体と鉄骨枠組との接合部を剛体としたモデル 1 および接合

部要素実験で得られた jK=865kN/mmを用いたモデル 2のそれぞれの

初期剛性の計算値 calK1，calK2 と実験値 expK との比較を図 15 および

表 8 に示す。初期載荷に関して，R=0.1 %rad.程度までの範囲で初期

剛性を比較すると計算値と実験値の対応は極めて良好であるが，補

修後再載荷に関しては，実験の初期剛性が低下しており，計算値が

大きくなることが確認された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 写真 5 最終破壊状況(補修後再載荷) 

図 13 H-R 関係(補修後再載荷) 

-4 -3.2 -2.4 -1.6 -0.8 0 0.8 1.6 2.4

-1000

-500

0

500

1000

R(%rad.)

H(kN)

補強骨組 
 (初期載荷)

補強骨組 
 (補修後再載荷)

図 15 初期剛性 

(5)K = 2Kc + Kb 

Kc =
scbc

sc  bc

ΚΚ

ΚΚ

+
 

Kb =
ΚΚ

ΚΚ

job

j  ob

+
 

(6)

 

(7)

(a) 初期載荷            (b) 補修後再載荷 
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R(%rad.)

H(kN)

補強 補強
無補強 無補強 

モデル 1
モデル 2

モデル 1
モデル 2

写真 4 柱脚側柱梁接合部の根巻き補強 

(a) 補修前               (b) 補修後 

図 14 ひずみ度分布(補修後再載荷) 
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注)ひずみ度は×10-6 で引張を正とする。

□：主筋 
△：帯筋 H 
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4.6 終局耐力の評価 

あと施工アンカーとエポキシ樹脂を併用して鉄骨ブレース補強し

た骨組の終局耐力 Qu に関しては，既存躯体のσB が 15N/mm2 以上で

あることを適用範囲として，関連指針 12)に評価式が示されている。 

指針では，鉄骨ブレースが降伏して終局耐力に達する場合 Qu1，

RC 躯体と鉄骨枠組との接合部が破壊して柱がパンチングシア破壊

する場合 Qu2，さらに既存柱のせん断破壊が先行する場合，骨組全

体で曲げ降伏が先行する場合，基礎が回転を生じる場合の 5 種類の

破壊モードを想定した終局耐力評価式が示されており，本実験の破

壊モードと一致する Qu1および Qu2に関しては下式で評価している。 

 

 

 

 

ここに，Qsu は枠付き鉄骨ブレースの終局耐力，Qtu は引張側柱の終

局耐力，Qcu は圧縮側柱の終局耐力，Qju は鉄骨枠組と既存躯体との

接合部の終局耐力，Qpc は引張側柱頭部のパンチングシア耐力であ

る。それぞれの終局耐力に関しては，耐震改修設計指針に準拠する

ものとなっている。 

 初期載荷，補修後再載荷それぞれの実験における最大値 Hmax と終

局耐力の計算値 Qu を表 9 に示す。いずれの実験においても，実験

値は計算値を上回ることが確認された。 

 

 

 

 

 

 

4.7 靭性の評価 

初期載荷，補修後再載荷および既往の研究 6)で報告した無補強骨

組の包絡線を図 16 に示す。補修後再載荷に関しては，載荷開始時の

状態を R=0 %rad.としている。 

初期載荷，補修後再載荷それぞれの実験について，耐力低下が生

じない範囲で F 値を定めると，初期載荷で F 値 1.2，補修後再載荷 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

で F 値 2.0 の靭性を有することが確認された。初期載荷実験では柱

梁接合部がパンチングシア破壊を生じているが，実構造物において

は，直交梁，境界梁やスラブの存在によって耐力に余裕があるため，

柱梁接合部のパンチングシア破壊は生じにくく，補修後再載荷実験

のような力学挙動を示す建物が多いと推測され，低強度コンクリー

トを有する RC 骨組に対しても，柱頭・柱脚の柱がパンチングシア

破壊しないのであれば，F 値 2.0 の靭性を確保できると思われる。 

 

5. まとめ 

 低強度コンクリートを有する既存 RC 建物にあと施工アンカーと

エポキシ樹脂を併用して鉄骨ブレース補強することの妥当性を検証

するために行った実験によって，以下の結論が得られた。 

1) 既存躯体と鉄骨枠組との接合部のせん断強度は，既往の評価式を

用いて安全側に評価できる。 

2) 本補強方法によって耐震補強した RC 骨組の終局耐力は，既往の

評価式を用いて安全側に評価できる。 

3) 本補強方法によって耐震補強した RC 骨組は，F 値 2.0 の靭性を

確保できる。 
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補修後再載荷 

初期載荷 
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(8)

(9)

(10)

Qu = min(Qu1，Qu2) 

Qu1 = Qsu + Qtu+ Qcu 

Qu2 = Qju + Qpc+ Qcu 

表 9 終局耐力 

図 16 包絡線 

表 8 初期剛性 

試験体
exp K

(kN/mm)

cal K 1

(kN/mm)

cal K 2

(kN/mm)
初期載荷 189 1.01 1.13

補修後再載荷 140 0.74 0.84167188

exp K
cal K 2

exp K
cal K 1

正 負 正 負
初期載荷 931 -936 720 1.29 1.30

補修後再載荷 1013 -1043 828 1.22 1.26

|H max | /Q cal
試験体

実験値H max(kN) 計算値
Q cal(kN)




